
【国立大学法人 岩手大学】

ISO14001と産学官民連携を活用した「π字型」環境人材育成プログラム

別添２

【事業イメージ図】

◆共通教育における環境教育の充実
①「基礎ゼミナール」環境への意識付け
②学 連携

【事業目的・内容】

◆「学びの銀河」プロジェクトの実績を踏まえて、４つの取組により基礎的環境
力（横軸）に加えて、学部の専門性（縦軸１）と「環境マネジメント」の実践的環境
力（縦軸２）の２つの縦軸を備えた「π字型」環境人材を育成するプログラムを開

［取組１］

「π字型」環境人材

②学外と連携したＥＳＤ科目
「持続可能なコミュニティーづくり実践学」
「地元企業に学ぶＥＳＤ］

③環境教育科目の教材作成

力（縦軸 ）の の縦軸を備えた 字型」環境人材を育成するプ グラ を開
発する。
［取組１］ 全学共通教育における環境教育の充実
［取組２］ 環境マネジメント実務の実習プログラム開発
［取組３］ 学生による地域のグリーン化支援
［取組４］ 大学による「環境管理実務士」の資格認定

【事業実施体制】

［岩手大学］（３組織の分担と連携）
大学教育総合センター CSR/環境人

いわて高等
教育コン
ソ シアム

基礎的 環境力

「π字型」環境人材

学
部

実
践

ESDの価値観

◆環境マネジメント実務の実
習プログラム開発

［取組２］

学
部大学教育総合センタ

環境マネジメント推進室
人文社会科学部環境人材育成WG

CS /環境人
材育成研究会

（産学官民の連携）

強い連携ソーシアム
(横の連携）

岩手県幼小中高大専ESD円卓会議（縦の連携）

部
の
専
門
性

践
的
環
境
力

①ISO14001の授業科目
「岩手大学の環境マネジメ
ント」（１年後期２単位）

②ISO14001学内監査実務
「環境マネジメント実習」
（２年前期２単位）（強い意欲と行動力）

部
の
専
門
教
育

【事業の新規性（アピールポイント）】
◆すべての教養教育にＥＳＤを織り込む「学びの銀河」プロジェクトを継承

◆学長を先頭に共通教育を中心とした全学的な取組

◆地 中小企業と連携 学生が「環境 ネジ キ を社会 現場 実践

岩手県幼小中高大専 円卓会議（縦 連携） （２年前期２単位）
③地元中小企業の経営グリ
ーン化支援科目

「環境マネジメント実践演習」

（＊学生が中小企業の「環境
報告書」作成に協力）
（２年後期２単位）

◆学生による地域のグリー
ン化支援

①いわて高等教育コンソ

（強い意欲と行動力）

［取組３］

◆地元中小企業と連携し、学生が「環境マネジメント」スキルを社会の現場で実践
する「環境マネジメント実践演習」を開講

◆大学による「環境管理実務士」の資格認定

【事業実施スケジュール】

（２年後期２単位）①いわて高等教育コンソー
シアム
②幼小中高大専ESD円卓
会議
③CRS/環境人材育成研究
会 ◆大学による「環境管理実

務士」の資格認定

［取組４］

【事業実施 ケジ ル】

2009年度
［取組１］

［取組２］

2010年度
［取組３］

2011年度

［取組４］

④国際教育交流協議会

＊学外団体と連携して、イ
ンターンシップ・ボランティア
の推進

務士」の資格認定

＊［取組１］［取組２］［取組
３］の要件を満たした学生に
付与



環境政策技術マネジメントコース創設プログラム
【東北大学】

事業目的・内容

鳥瞰的視座で環境分野の企業や行政機関が抱える問題を解決するビジネスシステムを創出し、実現に導く環境マネジメントスキルを有する即実践型環境マネ
ジメント人材を養成する環境政策技術マネジメントコース（修士）を創設する。本研究科では平成21年度まで5年間実施予定の環境マネジメント人材教育の実績を
活かし、1年目、2年目に、これを発展させた新カリキュラムを構築し、環境マネジメントにかかわる教科書を作成する。また、2年目から入学者に対して実践力を総
合したスキルの養成を開始する。3年目に、所定の単位を取得し最終試験に合格した者に対して学位（修士）を授与する。特に、高度な環境マネジメントスキルを合したスキルの養成を開始する。3年目に、所定の単位を取得し最終試験に合格した者に対して学位（修士）を授与する。特に、高度な環境マネジメントスキルを
有する者に対して環境PO（プログラムオフィサー）認定を授与する。また、本カリキュラムによる教育効果を大学内外の専門家による委員会により評価を行い、修
了生のフォローアップの仕組みを整備する。

事業の新規性 （アピールポイント）

本事業の即実践型環境マネジメント人材養成を目的とした学位を授与する
大学院コ スは世界初であり また 本事業で新規開発するソリ シ ン創

事業イメージ・実施体制

将来国際機関 大学院コースは世界初であり、また、本事業で新規開発するソリューション創
出論、ナチュラル・テクノロジー学、環境マネジメント学概論、及びこれらの教
材・教科書は他大学に存在しない、独自のものであり、既に5年間の実績に
裏付けられる質の高いコンテンツである。

事業成果
創

国際環境人材

博

＜学位授与＞
＜環境ＰＯ認定＞

グリーンＭＢＡ/ＭＯＴ

Ｔ字型人材
アジア地域
大学・企業連携

将来国際機関へ
若手研究者対象

ソリューション創出論、ナチュラル・テクノロジー学、環境マネジメント学概
論及びソリューション創出論を主体とした環境マネジメントにかかわる教科
書を作成する。3年目の最後には修了生を輩出する。

実施

スケジュール
修
士

博
士

環境政策技術
マネジメント

即実践型
環境マネジメント

人材

既存
4コース

国際
コース

企業・行政連携

平成21年4月 9月 3月

ビジネス・プログラム開発《教ケジ ル

既存4コース

士
コース

9科目＋実習
（合計30単位以上）

・ビジネスプログラム
・ソリューションプログラム

環境問題を解決するビジネ
スシステムを創出できる人
材養成
（企業・行政機関等の幹部
候補者対象；社会人）

平成22年4月 9月 2月 3月

１
期

ビジネス プログラム開発

実践型トレーニング（ＯＪＴ）開発

ソリューション・プログラム開発

実践型プロジェクト（ＶＰＰ）開発 教科書作成

教
材
開
発
》

《
教
材
開
発

環境科学研究科

・ＯＪＴ（実践トレーニング）
・ＶＰＰ（実践プロジェクト）

環境マネジメント学概論（新共通科目）

本提案部分

期
生

ビジネス・プログラム

第1回ＯＪＴ 第2回ＯＪＴ 第3回ＯＪＴ 第4回ＯＪＴ

平成23年4月 9月 2月 3月

ソリューション・プログラム１
期
生

Ｖ
Ｐ

環
開

7月

プ
ロ
グ
ラ

《教
育
》

発
》

《環境科学研究科
平成22年度～

２
期
生

ビジネス・プログラム

第1回ＯＪＴ 第2回ＯＪＴ 第3回ＯＪＴ 第4回ＯＪＴ

実践型プロジェクト（ＶＰＰ）生 Ｐ
Ｐ
審
査

境
Ｐ
Ｏ

開
始

ラ
ム
評
価

《
教
育
》



アジア大学間ネットワークを活用した産学協同の環境人材育成プログラム

【上智大学】

＜事業目的・内容＞

地球環境学研究科等の4研究科の学内大学院網と、
大学の持つアジアの学術交流大学網（ｿﾌｨｱ･ｴｺ･ｱｼﾞｱ
ﾈｯﾄﾜｰｸ）および国内の複数の企業との間（連携企

事業イメージ図

ソフィア・エコ・アジア
ネットワーク

連携企業
実践ネットワークﾈｯﾄﾜ ｸ）および国内の複数の企業との間（連携企

業・実践ﾈｯﾄﾜｰｸ）で産学協同の教育提携を図る。

↓

現行の文理融合の横断的教育を新たな内外の新ネッ
トワ ク教育で補強し 現在進行中の学部の全学共

グリーン
MBA
輩出

アジア人材養
成 研 究 セ ン
ター 国 内

CDM
トワーク教育で補強し、現在進行中の学部の全学共
通教育の環境リテラシー教育を土台に、国際性と実
務性を兼ね備えた環境人材、アジアに強いエコ・エ
キスパートの養成を目指す。

輩出

カントー大学
(ベトナム)

＜事業実施体制＞

学術交流担当副学長を中心とするプログラム開発・
実証委員会を組織。同委を学内横断的なコア教員群
が主導 同委には提携企業もオブザーバーで参加

ア テ ネ オ ・
デ・マニラ大
学（比）

大学院網

日本スマー
トエナジ―
社等

が主導。同委には提携企業もオブザーバーで参加

＜事業の新規性（アピールポイント） ＞
国内外のネットワークを有機的に結合する点。アジ
アでの海外授業に、国内提携企業の現地でのイン

学（比）

インド、イン

学
部
網 海 外

CDM
アでの海外授業に、国内提携企業の現地でのイン
ターン等も組み込み、国際性と実務性をより緊密に
学べるようにする。

＜事業成果・実施スケジュール＞

(上智大学)
インド、イン
ドネシア等

外部アドバイザリー
開発、実施、検証の3ヵ年計画。順調に進めば初年
度から試行実施も。各年度の成果を外部アドバイザ
リー委員会が客観的に検証。

外部アドバイザリ
委員会



「水よし、地域よし、未来よし」
地域との連携による 環境“三方よし”人材 育成プログラムの開発

「現場力」
・ネットワーク力
・柔軟な問題解決能力
・プロジェクト推進能力 ＋専門性

●重点的に育成を目指す環境人材の素養は

アジア

●近江楽座

●近江環人
地域再生学座

●環琵琶湖文化論実習

環境“三方よし”人材の育成

琵琶湖

●環境マネジメント総論

●環境フィールドワーク

①アジアに展開する「環境“三
方よし”人材」育成の基幹カ
リキュラム構築

②琵琶湖集水域の水環境と生
活の関わりを体験する「集落
ステイ」プログラムの開発

③先端技術・活動を体験する
環境人材インターンシップ・
プログラムの開発

④アジアとの環境“三方よし”
人材「共育」プログラムの
開発

⑤専門科目

地域に根ざし、地域に学び、地域に貢献する大学
「キャンパスは琵琶湖、テキストは人間」

●本学の立地特性と豊富な地域連携等実績

「水よし、地域よし、未来よし」

本学は、琵琶湖とその集水域で形成された環境県の大学として、開学以来
「キャンパスは琵琶湖、テキストは人間」をモットーに、「地域に根ざし、
地域に学び、地域に貢献する大学」として、地域と連携した環境人材の育
成を実践してきた。本提案はこれらの実績を踏まえて、水環境と共生する
持続可能社会をテーマとした「水よし、地域よし、未来よし」の「環境
“三方よし”人材」の育成を図り、全国やアジアでの水環境を中心とした
地域環境改善、地域活力創造を担う環境人材育成プログラムの開発を行う。

■事業目的・内容

③ＮＰＯ・市民団体等
・エコ村ネットワーキング
・百彩劇場
・滋賀県環境生活協同組合
・淡海ネットワークセンター
・琵琶湖博物館

環境共生システム研究センター
地域産学連携センター 地域交流看護

実践研究センター（有）とーく

プログラム開発・実証のコア教員
（4学部・研究科横断的な体制）

環境科学部 人間文化学部 工学部 人間看護学部

滋
賀
県
立
大
学

教
務
グ
ル
ー
プ

滋
賀
県
環
境
政
策
課

統括：滋賀県立大学 学長・理事長 曽我直弘

①地域団体および自
治体

・個別集落
・大学周辺市町（彦根市、

米原市、豊郷町な
ど）

プログラム開発・実証委員会

湖南師範大学，湖南農業大学他アジア諸大学／環びわ湖大学コンソーシアム(本学含む13大学)
滋賀環境人材育成コンソーシアム／環境人材育成コンソーシアム準備会

地域づくり教育研究センター

② 産業団体

社団法人滋賀経済産業協
会等

連携

■事業の新規性

■事業実施体制

■事業イメージ

■事業成果

アジアで求められる環境人材の素養は「現場力」。本学の琵琶湖とその集水域
で形成された環境県の大学という、環境を考える上での先進的な立地で育まれ
た環境人材育成及び地域連携実績を全国やアジアへ展開するモデルとして開発。

アジアに展開する「環境“三方よし”人材」育成の基幹カリキュラム、琵琶湖集水域
の水環境と生活の関わりを体験する「集落ステイ」プログラム、先端技術・活動を体
験する環境人材インターンシップ・プログラム、アジアとの環境“三方よし”人材
「共育」プログラムにより、アジアへ展開する「現場力」養成プログラムを開発。



国際協調力を持つ環境人材育成のための教育プログラム開発事業

～環境人材育成に向けた学部・大学院の一貫教育～

○総括責任者
理事長（学長）

○事務局

◎プログラム実施体制

学部教育「環境学（副専攻）」 大学院教育「国際環境活動コース」

○環境学特論○人間環境学概論 ○社会環境学概論

◎プログラム内容・イメージ ★学部・大学院の一貫教育！

理事長（学長）

○プログラム開発・実証委員会
理事長（学長）
プログラム開発・実証コア教員
対外機関コーディネーター

○環境学特論
（環境経営手法の教育など）

○環境英語特論

○国際環境活動特別演習
（途上国での活動の企画・

○人間環境学概論 ○社会環境学概論

○自然環境学概論 ○環境活動演習
（プレ実践教育）

専門科目
○ 学部 対外機関コーディネーター

学部長（研究科長）
総務部関係課長・室長
大阪府・堺市関係職員
（財）地球環境センター関係職員

運営・セミナー開催など）

※当初はベトナム・ハロン湾を
モデル地区とする

（実践教育）

自治体
ｺﾐｭﾆﾃｨｰ
地元企業
NPO

○工学部
○生命環境科学部
○理学部
○経済学部
○人間社会学部
○看護学部

○環境人材育成ｺﾝｿｰｼｱﾑの他機関
ｺﾐｭﾆﾃｨｰ 地元企業 NPO

JICA・海外大学・NPO

○看護学部
○総合リハビリ

テーション学部

◎育成される環境人材とは！

専門性と俯瞰力の両方を身につけた
「T字型」の人材を育成

環境と経営を統合できる能力と国際的
な協調力を持った人材を育成

環境を統合した社会経済システムへの牽引役を担い 国際的な環境活動を実践

＋

◎育成される環境人材とは！

2009年度 2010年度 2011年度

◎プログラム実施スケジュール

環境を統合した社会経済システムへの牽引役を担い、国際的な環境活動を実践
することのできるリーダーシップ能力を持った環境人材を育成

＝

学部教育 ○学内・他機関との調整 ○講義科目準備 ○講義科目開講 ○演習科目準備 ○演習科目開講

大学院教育 ○学内・他機関との調整 ○講義科目準備 ○講義科目開講 ○演習科目準備 ○演習科目開講（当初ﾍﾞﾄﾅﾑ）○他地域への展開

共 通 ○プログラム開発・実証委員会設置 ○報告会 ○検証・改善 ○ﾊﾟｯｹｰｼﾞ化・ﾏﾆｭｱﾙ化 ○ｺﾝｿｰｼｱﾑへの情報提供




